
 

1 

 

平成 26 年 7 月 8日 

 

各 位                                     

不動産投資信託証券発行者 

 ケネディクス・オフィス投資法人 

 代表者名 執行役員 内田 直克 

  （コード番号 8972） 

資産運用会社 

 ケネディクス不動産投資顧問株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 本間 良輔 

 問合せ先  

オフィス・リート本部 企画部長 

 

寺 本  光 

 TEL: 03-5623-8979  

 

 

千里プロパティー特定目的会社 優先出資証券の償還及び 

資産の取得（豊中プロパティー特定目的会社 優先出資証券）に関するお知らせ 

 

 

 ケネディクス・オフィス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が優先出資を行っている千里プ

ロパティー特定目的会社（以下「本ＴＭＫ」といいます。）が、本日、保有資産である千里ライフサイエ

ンスセンタービル（以下「本物件」といいます。）を豊中プロパティー特定目的会社（以下「新ＴＭＫ」

といいます。）に譲渡することを決定し、本投資法人は千里プロパティー特定目的会社 優先出資証券（以

下「本優先出資証券」といいます。）の償還を受けることとなりました。また、本投資法人の資産運用会

社であるケネディクス不動産投資顧問株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、新Ｔ

ＭＫの優先出資証券を取得することを決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本優先出資証券の償還について 

 

 本ＴＭＫによる本物件の譲渡に伴い、本ＴＭＫは清算され、本投資法人は、本優先出資証券（取得価

格 891 百万円）(注)の償還を受け、16 億円程度の利益配当を受け取る予定です。 

 

（注） 本優先出資証券の詳細につきましては、平成 24 年 4月 25 日付「資産の取得に関するお知らせ

（千里プロパティー特定目的会社 優先出資証券）」をご覧ください。 

 

2. 本物件の譲渡及び本優先出資証券償還の概要 

 

(1) 譲渡人 千里プロパティー特定目的会社 

 

(2) 譲受人 豊中プロパティー特定目的会社 

 

(3) 譲渡価格 12,000,000,000 円（ただし、取得経費等を除きます。） 

 

(4) スケジュール 

 

本物件の売買契約の締結 平成 26 年 7 月 8日 



 

2 

新ＴＭＫへの本物件の引渡し 平成 26 年 7 月 22 日（予定） 

本優先出資証券の償還 平成 26 年 9 月頃（予定） 

本優先出資証券の最終利益配当 平成 26 年 10 月頃（予定） 

 

3. 新優先出資証券の概要 

 

(1) 対象資産 資産の流動化に関する法律（以下「資産流動化法」といいます。）   

第 2 条第 9項に定める優先出資証券 

（以下「新優先出資証券」といいます。） 

 

(2) 取得（出資）先 豊中プロパティー特定目的会社 

※  新ＴＭＫは、資産流動化法に基づく特定目的会社です。 

後記「6．新優先出資証券の取得（出資）先の概要」をご参照

ください。 

※  新ＴＭＫが資産流動化計画に従い特定資産（裏付け不動産等）

として本物件を譲受け、管理及び処分を行います。 

 

(3) 取得（出資）金額    1,583,200,000 円（ただし、取得経費等を除きます。） 

 

(4) 取得予定日       平成 26 年 7 月 18 日 

 

(5) 取得資金        自己資金 

 

(6) 取得（出資）先の属性 利害関係者に該当しない先からの取得 

              （利害関係者に該当しない先への出資） 

 

4. 新優先出資証券の取得理由 

 

 本投資法人の規約に定める資産運用の基本方針及び投資態度に基づき、ポートフォリオ全体のバラン

スを重視した着実な成長を図るため、新優先出資証券を取得します。 

 

本件は、本ＴＭＫの特定出資者より、本物件のリファイナンスの提案を受け、リファイナンススキー

ムの検討を開始しました。本ＴＭＫにおいて特定社債および特定借入ならびに優先出資及び特定出資の

残高を上回る金額のリファイナンスを行うことも可能ですが、その場合、既存の負債を弁済し、優先出

資および特定出資を償還した後の残額については、本物件を売却しない限り、本ＴＭＫの出資者に分配

することができません。そこで本ＴＭＫの出資者間で協議を重ねた結果、投資効率等を考慮して、新Ｔ

ＭＫを通じてリファイナンスを行うこととなりました。今回の一連の取引の実行により、本投資法人は

本優先出資証券の償還及び本ＴＭＫからの利益配当を受けることとなり、また、新優先出資証券の取得

を行います。 

 

本投資法人は、新優先出資証券の取得により、本物件からの賃料収入等を原資とする利益を新ＴＭＫ

からの優先配当として受領することになります。新優先出資証券の想定配当利回りは年 6.2％（注）程

度であり、本投資法人の収益獲得への寄与が期待できます。  

また、新ＴＭＫが本物件の売却活動を行う際は、引き続き本投資法人に取得の機会が与えられること

等から、将来の外部成長を図るうえで意義のある取引となります。 

 

   （注）想定配当利回りは、新ＴＭＫが現在の運用計画に基づいて本物件を 3年間運用し、取得価格と同額で売却

した場合に、本投資法人が受け取ると期待される優先配当額を、本投資法人の出資金額（1,583.2 百万円）
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で除したうえで年換算して算出しています（小数第 2位を切り捨て）。想定配当利回りは、現時点におけ

る予想であり、今後の状況の変化等により、実際の利回りは変動する可能性があります。また、想定配当

利回りは将来の利回りを保証するものではありません。 

 

5. 新優先出資証券について 

 

  （1）新優先出資証券の概要 

名称 豊中プロパティー特定目的会社 優先出資証券 

概要 ① 新優先出資証券は、資産流動化法に基づく資産流動化計画に従った特定資産の

譲受け並びにその管理及び処分にかかる業務を営むことを目的とする新ＴＭＫ

が発行する優先出資証券の一部です。 

 

② 新ＴＭＫの概要は以下の通りです。 

豊中プロパティー特定目的会社 

（資産） 

特定資産 （注 1）： 120.4 億円 

 

その他の資産   ：   9.8 億円 

 

 

 

 

（負債） 

特定社債       ：95.0 億円 

（資本） 

優先出資及び特定出資：  35.2 億円 

 

うち優先出資（注 2）33.4 億円 

うち特定出資（注 2） 1.8 億円 

※ 新ＴＭＫが特定資産を取得した時点における概要であり、金額は想定値

について小数第 2位を四捨五入して記載しています。 

※ 「資産」及び「負債」には、特定資産に係る預かり敷金相当額は含まれ

ません。 

※ 「その他の資産」には、仮払消費税（5.56 億円）が含まれます。 

（注1） 新ＴＭＫの特定資産は、本物件の不動産信託受益権であり、平成 26 年

5 月 31 日時点における不動産鑑定評価額は 123.0 億円です。 

特定資産の概要については、後記「(2)本物件の概要」をご覧ください。 

（注2） 優先出資の口数は計 66,811 口であり、本投資法人が 31,664 口（優先

出資の約 47.39％）を引受け、シンガポール法人が 33,370 口（優先出

資の約 49.95％）、国内の合同会社が 1,777 口（優先出資の約 2.66％）

をそれぞれ引受けます。 

特定出資の口数は計 3,589 口であり、シンガポール法人が保有します。 

なお、他の優先出資者及び特定出資者は、いずれも「投資信託及び投

資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）上の利害関係人

等」及び「本資産運用会社のオフィス・リート本部利害関係取引規程

に定める利害関係者」に該当しません。 

 

③ 新ＴＭＫからアセットマネジメント業務の委託を受けるアセットマネジメント

会社は、ラサール不動産投資顧問株式会社（旧 ラサールインベストメントマネ

ージメント株式会社）です。 

なお、当該アセットマネジメント会社は、「投信法上の利害関係人等」及び「本

資産運用会社のオフィス・リート本部利害関係取引規程に定める利害関係者」

に該当しません。 

④ 新ＴＭＫの事業年度は、毎年 1月 1 日から 6月 30 日まで、及び 7 月 1 日から 12

月 31 日までの年 2 期です。（業務届出開始日：平成 26 年 7月 8日） 
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⑤ 利益配当及び残余財産の分配の概要は以下の通りです。 

  

Ⅰ.利益配当（注） 

・ 優先出資社員は、各決算期において、資産流動化法に基づく配当可能利益

の範囲内で、特定社員に優先して、優先出資の払込金額の 3.0％相当額の

配当を受ける権利を有します。 

・ 特定社員は、各決算期において、資産流動化法に基づく配当可能利益から

優先出資社員に対し優先配当として支払われた金額を控除した金額の範

囲内で、特定出資の払込金額の 3.0％相当額の配当を受ける権利を有しま

す。 

・ 優先出資社員及び特定社員が上記の定めに従って配当を受けた後の配当

可能利益については、全て優先出資社員及び特定社員に対しその優先出資

及び特定出資の総保有口数に応じて按分配当されます。但し、新ＴＭＫが

特定資産を売却した日が属する事業年度において係る配当をする場合は、

当該按分配当に先立ち、配当可能利益の範囲で、一定の算式に基づく特別

分配額が特定社員に分配されます。 

 

Ⅱ．残余財産の分配（注） 

・ 新ＴＭＫの債務等を弁済し又は弁済に必要な資金を留保した後の分配可

能な残余財産の金額から、未払いの利益配当額があればこれを上記「Ⅰ.

利益配当」に従って支払った上で、その残額につき、優先出資及び特定出

資の総保有口数に応じて分配されます。 

 

    （注）本物件の収益が悪化した場合、本投資法人が受け取る本優先出資証

券の配当が減少するおそれがあります。また、本物件の価値が下落

した場合、分配される残余財産の減少等により本投資法人が損害を

被るおそれがあります。 

 

⑥ 新ＴＭＫが本物件の売却活動を行う場合は、他者に遅れることなく本投資法人

に対して本物件の購入検討の機会が与えられることとなっています（但し、将

来的に本投資法人が本物件の購入義務を負うものではありません。）。 

将来における本物件の取得については、本投資法人のポートフォリオ構成及び

収益に与える影響、資金調達、市場動向等を考慮のうえ、慎重に検討を行いま

す。 

   

（2）本物件の概要 

物件の名称 千里ライフサイエンスセンタービル 

資産の種類 不動産を信託する信託の受益権 

信託受託者 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 

信託期間 平成 19 年 4 月 20 日から平成 34 年 4月 30 日 

現受益者／権利取得日 千里プロパティー特定目的会社／平成 24 年 4 月 27 日 

※新ＴＭＫは、現受益者から平成 26 年 7月 22 日に本物件を取    

得する予定です。 

※現受益者は、「投信法上の利害関係人等」及び「本資産運用

会社のオフィス・リート本部利害関係取引規程に定める利害

関係者」に該当しません。 

前受益者／権利取得日 千里中央合同会社／平成 24 年 4月 27 日 

所在地（住居表示） 大阪府豊中市新千里東町一丁目 4番 2号 

交通 北大阪急行電鉄「千里中央」駅 徒歩約 1 分 
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用途 事務所・店舗・駐車場 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根地下 3階付 21 階建 

面積 
土地 5,911.08 ㎡ 

建物 49,260.78 ㎡ 

所有形態 
土地 所有権 

建物 所有権 

竣工年月 平成 4年 6月 30 日 

設計会社 株式会社東畑建築事務所 

施工会社 株式会社大林組 他 

建築確認機関 大阪府豊中市  

地震ＰＭＬ値 5.9％（株式会社東京建築検査機構） 

鑑定評価 

鑑定評価額 12,300,000,000 円 

価格時点 平成 26 年 5 月 31 日 

評価会社 森井総合鑑定株式会社 

担保の状況 なし 

プロパティ・マネジメント会社 
ジョーンズ・ラング・ラサール株式会社 

（平成 26 年 7月 8 日現在。） 

エンドテナントの総数 64（平成 26 年 5月 31 日現在。以下同じです。）（注 1） 

賃貸可能面積 17,220.61 ㎡（注 1） 

賃貸面積 17,090.25 ㎡（注 1） 

稼働率 99.24％（注 1） 

月額賃料（消費税別） 77 百万円（注 2）（注 3） 

敷金保証金 1,132 百万円（注 3） 

その他 

注1 エンドテナントの総数、賃貸可能面積、賃貸面積、稼働率には、貸ホール・貸

会議室及び駐車場部分にかかる数値は含みません。 

注2 平成 26 年 5 月 31 日現在で賃貸借が開始しているエンドテナントの全てについ

て、賃貸借契約に定めるところに従い月額賃料全額が発生した後の合計額を記

載しています。 

注3 月額賃料、敷金保証金には、駐車場収入、貸ホール・貸会議室収入、水道光熱

収入、その他の付帯収入にかかる金額は含みません。また、百万円以下を切り

捨てた金額を記載しています。 

 

 

6．新優先出資証券の取得（出資）先の概要 

 

商号 豊中プロパティー特定目的会社 

本店所在地 東京都千代田区丸の内二丁目 1番 1 号 

代表者 取締役 宮里 猛 

資本金 2.2 百万円 

設立年月日 
平成 20 年 1 月 23 日 

※業務開始届出日：平成 26 年 7月 8日 

主な事業内容 資産流動化法に基づく資産流動化計画に従った特定資産の譲受け並びに 

その管理及び処分にかかる業務 

本投資法人・本資産運用会社と売主の関係 

 
資 本 関 係 

本投資法人・本資産運用会社と新ＴＭＫとの間には、記載すべき資本関係

はありません。 
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人 的 関 係 

本投資法人・本資産運用会社と新ＴＭＫとの間には、記載すべき人的関係

はありません。 

 
取 引 関 係 

本投資法人・本資産運用会社と新ＴＭＫとの間には、記載すべき取引関係

はありません。 

 
関連当事者等への 

該 当 状 況 

売主は、「投信法上の利害関係人等」には該当しませんが、「本資産運用会

社のオフィス・リート本部利害関係取引規程に定める利害関係者」に該当

しません。 

 ※平成 26 年 6月 30 日現在 

 

7. 利害関係人等との取引 

 

新優先出資証券の取得に関連し、利害関係人等との間で取引は発生しません。 

 

8. 新優先出資証券に係るスケジュール 

 

新優先出資証券取得の決定 平成 26 年 7 月 8日 

優先出資の払込み 平成 26 年 7 月 17 日（予定） 

新優先出資証券の取得 平成 26 年 7 月 18 日（予定） 

新ＴＭＫによる本物件の取得 平成 26 年 7 月 22 日（予定） 

新ＴＭＫによる本物件取得後の初回決算期末 平成 26 年 12 月 31 日（予定） 

 

9. 運用状況の見通し 

 

 平成 26 年 10 月期（平成 26 年 5月 1日～平成 26 年 10 月 31 日）の運用状況の予想については、本

日付で別途開示する「平成 26 年 10 月期(第 19 期)の運用状況の予想及び分配金予想の修正に関するお

知らせ」をご参照ください。 

 

 

以 上 

＜添付資料＞ 

 

・参考資料１ 物件写真 

・参考資料２ 物件位置図 

・参考資料３    平面図および建物概略図 

・参考資料４ 新優先出資証券取得後のポートフォリオ一覧表 

 

 

＊ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス： http://www.kdx-reit.com/ 

  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.kdx-reit.com/
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参考資料１ 
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参考資料２ 

 

 

 

物件位置図（広域） 
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物件位置図（狭域） 
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参考資料３ 

平面図（11F） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（13F） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

11 

 

建物概略図 
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10F
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8F

7F

6F

5F

4F

3F

↙　北大阪急行電鉄 2F

　（地下鉄御堂筋線） 1F

　「千里中央」駅 B1F

B2F

B3F

 　　　　　　　　　　　　　　　　　店舗

貸会議室 貸ホール

アトリウム 共用部及び車寄せ

駐車場

事務室

事務室

ロビー貸会議室

事務室

事務室

駐車場

駐車場

 　　　　　　　　　　　　　　　 　 店舗

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室

　　　　　　　　　　　　　　　　　 店舗

エントランス 店舗

貸ホール貸ホール

事務室

事務室

事務室

事務室

事務室
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参考資料４   

 

新優先出資証券取得後のポートフォリオ一覧表 

用途 地域 物件名称 
取得(予定)価格 
（百万円）（注 1） 

比率 
（注 1） 

取得（予定）日 

オフィスビル 東京経済圏 

ＫＤＸ武蔵小杉ビル 12,000 3.4% 平成 26 年 3 月 20 日 

ＫＤＸ日本橋兜町ビル 11,270 3.2% 平成 23 年 12 月 26 日 

ＫＤＸ晴海ビル 10,250 2.9% 平成 20 年 6 月 30 日 

虎ノ門東洋ビル 9,850  2.8% 平成 19 年 6 月 1 日 

ＫＤＸ豊洲グランスクエア 8,666 2.5% 平成 26 年 5 月 30 日 

飛栄九段北ビル 7,600  2.1% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ新宿ビル 6,800 1.9% 平成 22 年 2 月 18 日 

ＫＤＸ御茶ノ水ビル 6,400  1.8% 平成 19 年 4 月 2 日 

ＫＤＸ府中ビル 6,120 1.7% 平成 24 年 9 月 21 日 

ＫＤＸ芝大門ビル 6,090  1.7% 平成 19 年 3 月 1 日 

ＫＤＸ麹町ビル 5,950  1.7% 平成 17 年 11 月 1 日 

ＫＤＸ日本橋 313 ビル 5,940  1.7% 平成 17 年 8 月 1 日 

ＫＤＸ新横浜 381 ビル（注 2） 5,800  1.6% 
既存棟：平成 20 年 2 月 1 日 

増築棟：平成 21 年 11 月 18 日 

東伸 24 ビル 5,300  1.5% 平成 18 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ高輪台ビル 5,250 1.5% 平成 25 年 11 月 19 日 

ＫＤＸ飯田橋ビル 4,670 1.3% 平成 23 年 7 月 22 日 

ＫＤＸ恵比寿ビル 4,640  1.3% 平成 18 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ東品川ビル 4,590 1.3% 平成 23 年 7 月 22 日 

東茅場町有楽ビル 4,450  1.2% 平成 17 年 8 月 1 日 

ＫＤＸ虎ノ門ビル 4,400  1.2% 平成 19 年 4 月 17 日 

アプラス東京ビル 4,350 1.2% 平成 26 年 1 月 10 日 

ＫＤＸ銀座一丁目ビル 4,300 1.2% 平成 22 年 11 月 12 日 

ＫＤＸ西五反田ビル 4,200  1.2% 平成 18 年 12 月 1 日 

ＫＤＸ日本橋本町ビル 4,000 1.1% 平成 22 年 11 月 12 日 

ＫＤＸ池袋ビル 3,900 1.1% 平成 25 年 11 月 18 日 

ＫＤＸ川崎駅前本町ビル 3,760  1.0% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ新橋ビル（注 3） 3,728 1.0% 
既取得分：平成 18 年 5 月 1 日 

追加取得分：平成 25 年 12 月 2 日 

ＫＤＸ八丁堀ビル 3,680  1.0% 平成 17 年 8 月 1 日 

グレイスビル高田馬場 3,650 1.0% 平成 26 年 5 月 30 日 

ＫＤＸ浜松町ビル 3,460  0.9% 平成 18 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ六本木 228 ビル 3,300  0.9% 平成 20 年 1 月 10 日 

ＫＤＸ三田ビル 3,180 0.9% 平成 25 年 11 月 18 日 

小石川 TG ビル 3,080 0.8% 平成 21 年 11 月 18 日 

ＫＤＸ東新宿ビル 2,950  0.8% 平成 18 年 9 月 1 日 

ＫＤＸ春日ビル 2,800 0.8% 平成 24 年 9 月 21 日 

ＫＤＸ茅場町ビル 2,780  0.8% 平成 18 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ神保町ビル 2,760  0.7% 平成 20 年 3 月 31 日 

日総第 17 ビル（注 4） - - 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ箱崎ビル 2,710 0.7% 平成 23 年 7 月 22 日 

五反田ＴＧビル 2,620 0.7% 平成 21 年 11 月 18 日 

ＫＤＸ秋葉原ビル 2,600 0.7% 平成 25 年 11 月 19 日 

ＫＤＸ中野坂上ビル 2,533  0.7% 平成 17 年 8 月 1 日 

ＫＤＸ新横浜ビル 2,520  0.7% 平成 18 年 5 月 1 日 
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オフィスビル 

東京経済圏 

原宿ＦＦビル 2,450  0.7% 平成 17 年 8 月 1 日 

ＫＤＸ池尻大橋ビル 2,400  0.6% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ鍛冶町ビル 2,350  0.6% 平成 18 年 7 月 3 日 

ＫＤＸ浜町中ノ橋ビル 2,310  0.6% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ浜町ビル 2,300  0.6% 平成 18 年 3 月 16 日 

ＫＤＸ新宿 286 ビル 2,300  0.6% 平成 19 年 6 月 1 日 

ＫＤＸ新日本橋ビル 2,300 0.6% 平成 23 年 7 月 22 日 

FIK 南青山ビル 2,270  0.6% 平成 17 年 8 月 1 日 

ＫＤＸ船橋ビル 2,252  0.6% 平成 18 年 3 月 1 日 

ＫＤＸ浜松町第 2 ビル 2,200 0.6% 平成 20 年 9 月 1 日 

イトーピア日本橋 SA ビル 2,200 0.6% 平成 25 年 8 月 19 日 

新都心丸善ビル 2,110  0.6% 平成 20 年 2 月 29 日 

ＫＤＸ大宮ビル 2,020 0.5% 平成 25 年 3 月 26 日 

ＫＤＸ日本橋 216 ビル 2,010 0.5% 平成 21 年 12 月 1 日 

ＫＤＸ御徒町ビル 2,000  0.5% 平成 19 年 3 月 1 日 

ＫＤＸ五番町ビル 1,951  0.5% 平成 20 年 3 月 31 日 

神田木原ビル 1,950  0.5% 平成 17 年 8 月 1 日 

Ｗｅｌｓｈｉｐ東新宿 1,900 0.5% 平成 25 年 9 月 13 日 

ＫＤＸ中目黒ビル 1,880 0.5% 平成 24 年 9 月 21 日 

ＫＤＸ岩本町ビル 1,864  0.5% 

% 

平成 20 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ木場ビル 1,580  0.4% 

 

平成 18 年 6 月 20 日 

ＫＤＸ西新宿ビル 1,500  0.4% 平成 19 年 4 月 2 日 

ＫＤＸ門前仲町ビル 1,400  0.4% 平成 19 年 1 月 19 日 

ＫＤＸ神田三崎町ビル 1,380  0.3% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ本厚木ビル 1,305  0.3% 平成 19 年 3 月 1 日 

ＫＤＸ立川駅前ビル 1,267 0.3% 平成 23 年 12 月 26 日 

ＫＤＸ八王子ビル 1,155  0.3% 平成 19 年 3 月 1 日 

ＫＤＸ乃木坂ビル 1,065  0.3% 平成 18 年 7 月 14 日 

地方経済圏 

ＫＤＸ名古屋栄ビル 7,550 2.1% 
土地：平成 20 年 4 月 25 日 

建物： 平成 21 年 7 月 1 日 

ＫＤＸ名古屋駅前ビル 7,327 2.1% 平成 23 年 12 月 26 日 

ポルタス・センタービル 5,570  1.6% 平成 17 年 9 月 21 日 

烏丸ビル 5,400  1.5% 平成 19 年 6 月 1 日 

ＫＤＸ博多南ビル 4,900  1.4% 平成 20 年 2 月 1 日 

名古屋日興證券ビル 4,158 1.1% 平成 23 年 12 月 26 日 

ＫＤＸ小林道修町ビル 2,870 0.8% 平成 22 年 12 月 1 日 

ＫＤＸ東梅田ビル 2,770 0.7% 平成 24 年 3 月 28 日 

フミックスステムビル 2,350 0.6% 平成 26 年 5 月 30 日 

ＫＤＸ北浜ビル 2,220  0.6% 平成 20 年 2 月 1 日 

ＫＤＸ仙台ビル 2,100  0.6% 平成 19 年 6 月 1 日 

ＫＤＸ札幌ビル 2,005 0.5% 平成 23 年 3 月 25 日 

ＫＤＸ南船場第 1 ビル（注 4） - - 平成 18 年 5 月 1 日 

ＫＤＸ南船場第 2 ビル 1,560  0.4% 平成 18 年 5 月 1 日 

仙台日興ビル 950 0.2% 平成 23 年 12 月 26 日 

オフィスビル 84 物件 小計 314,297 90.7% － 

都市型 

商業施設 

東京経済圏 

フレーム神南坂 9,900  2.8% 平成 17 年 8 月 1 日 

銀座四丁目タワー 9,800  2.8% 平成 25 年 8 月 19 日 

ＫＤＸ代々木ビル 2,479  0.7% 平成 17 年 9 月 30 日 

都市型商業施設 3 物件 小計 22,179 6.4% － 
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（注1） 取得(予定)価格は百万円未満を、比率は小数第 2位以下を、それぞれ切り捨てて記載しています。 

（注2） 平成 20 年 2月 1日取得の既存棟の取得価格は 4,700 百万円、平成 21 年 11 月 18 日取得の増築棟の取得価格は 

1,100 百万円です。 

（注3） 平成 18 年 5月 1日取得分の取得価格は 2,690 百万円、平成 25 年 12 月 2日追加取得分の取得価格は 1,038 百万

円です。 

（注4） ＫＤＸ南船場第 1ビル及び日総第 17 ビルの譲渡については、本日付で開示する「資産の譲渡に関するお知らせ

（ＫＤＸ南船場第 1ビル・日総第 17 ビル）」をご参照下さい。 

（注5） 全体 PML 値には、新宿 6 丁目ビル（底地）を含みません。 

（注6） 本ＴＭＫは、平成 26 年 7月 22 日付で本物件の不動産信託受益権を新ＴＭＫに譲渡予定であり、本ＴＭＫは清

算され、本投資法人は当該優先出資持分の償還を受ける予定です。 

住宅 

東京経済圏 レジデンスシャルマン月島 5,353 1.5% 平成 18 年 5 月 1 日 

地方経済圏 びなす ひばりが丘 1,800 0.5% 平成 17 年 12 月 8 日 

住宅 2 物件 小計 7,153 2.0% － 

その他 
東京経済圏 新宿 6 丁目ビル（底地） 2,880 0.8% 平成 26 年 4 月 18 日 

その他 1 物件 小計 2,880 0.8% － 

90 物件 総計 346,510 100.0%       全体 PML 値 4.57%（注 5） 

投資有価証券 

千里プロパティー特定目的会社 

優先出資証券（注 6） 

 

- - 平成 24 年 4 月 26 日 

合同会社 KRF43 

匿名組合出資持分 
1,107 - 平成 26 年 3 月 28 日 

豊中プロパティー特定目的会社 優先出資

証券 
1,583 - 平成 26 年 7 月 18 日（予定） 

投資有価証券 2 件 小計 2,690 - - 


